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２　経営理念・経営目標 ３　代表者から県民の皆さまへ

3.69

３０．７．１ 現在

全体事業に占める割合

発注者支援事業

出資等比率（％）

資本金・基本金等

平成28年度

1,121,935

3.57

公益財団法人青森県建設技術センター

％

　　　　　うち県の出資等額 　　　　県の出資等比率

金額（千円）

4.18

1,533,151

56,216

1,524,771

氏　　名　・　名　　称 氏　　名　・　名　　称

1,132,106

73.84

282,050

75.08

283,638

18.40

54,66163,709

1,517,890

事業３
55,489

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合 3.64

建設材料試験事業 64,334 55,961

1,139,653

全体事業に占める割合

73.58

事業２
266,060

17.53

公共施設維持管理事業

主要事業名 平成27年度 平成29年度 内容

事業１

100.0青森県

法　人　名 所管部課名

経営理念

県土整備部整備企画課

代表者職氏名 設立年月日

住　　所
ホームページ
アドレス

公益財団法人青森県建設技術センター

昭和51年4月1日

　設立の目的・事業の目的

その他の事業

　建設技術の改善向上と顧客の信頼を高め、高品質な社会資本整備に協力することにより地域社会の
振興発展に貢献する。
　そのために顧客満足を高め、業務の継続的な改善･目標管理を徹底し業務を推進していく。

3,000 千円

金額（千円）

4.20

理事長 加茂谷　敦実

Ｅ-mail
アドレス

-

100.0

０３０－０８２２ 青森市中央三丁目２１番９号

０１７－７７７－６５４５
０１７－７７７－６６４６

〒

　社会資本の整備や維持管理において、建設行政の効率的な運営等に関する支援を行い、公共工事の円滑な執行と品質確保、河川及び湖等の水質保全等を
図り、良質な社会資本の整備の推進と安全かつ安心な生活環境の整備・保全による地域社会の健全な発展に寄与することを目的とする。

http://www.akgc.or.jp

出資等比率（％）

3,000 千円

（電話番号）

（ＦＡＸ番号）

3,000

＜未来を見つめ地域の発展に貢献する＞
Ⅰ　公益財団法人としての公益性と継続性の両立
Ⅱ　効率的･効果的な業務活動と堅確な事務処理及び管理体制の確立
Ⅲ　明るく活力ある職場環境の形成への積極的関与
Ⅳ　公益法人の職員としてコンプライアンス最優先の自覚と行動

　当センターは、昭和51年4月に設立されて以来、積算･施工管理、台帳
管理、災害復旧等の発注者支援事業、公共工事の品質確保に必要な材
料試験事業、建設技術者の技術力向上に資する研修事業などを行って
まいりました。
　平成14年4月には財団法人青森県下水道公社と統合し、下水道施設の
維持管理を行い、公衆衛生の向上や生活環境の改善、公共用水域の水
質保全を図るとともに、下水道に関する普及啓発にも努めてまいりまし
た。
　平成25年4月からは、法人制度改革に伴い公益財団法人に移行しまし
た。このことから公益法人として公益目的事業の拡充に努めることとし、
平成26年度より研修助成事業を、平成29年度からは研究又は活動の助
成事業をそれぞれ実施しております。
　さて、近年の公共事業では、老朽化が進むインフラの維持管理や更新
に効率的に対応することが求められております。また、突発的に発生する
地震や豪雨などによる自然災害には、迅速かつ的確に対応する必要が
あり、甚大な被害を受けた場合には長期にわたる対応を要することもあり
ます。
　このようなことから、当センターは、社会資本の整備や維持管理に対す
る総合支援に、より一層取り組んでいく所存であり、災害時には総力を挙
げて支援してまいります。今後とも、公益法人としての責務を果たすべく、
役職員一丸となって努めてまいりますので、引き続きご指導とご協力を賜
りますとともに、さらなるご活用をいただきますようお願い申し上げます。

岩木川及び馬淵川流域下水道等の維持
管理業務(指定管理者)及び知識の普及啓
発事業

地方公共団体が施行する公共工事に係る
発注者支援事業

社会資本の品質確保に係る建設材料試
験事業

社会資本の整備を担う人材育成に資する
建設技術研修事業など

18.60

経営目標

全体事業

3.70
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４　組織の状況

５　財務の状況
（単位：千円、％）

※上記カについては、長期プライムレートによる試算額

効
率
性

管理費比率

　平成２９年度の収支の状況としては、正味財産増減計算書の経常収益及び経常費用
がともに減少しているが、当期経常増減額の黒字が確保され、採算性は保たれている
ことから、財務の状況は健全である。
　経常収益の減少は、公共施設維持管理事業の点検項目が前年度より少ないことによ
る受託事業費が減少したことが主な理由である。
　経常費用の減少は、公共施設維持管理事業の点検項目の減少により委託料が減少
したことと、減価償却費が減少したことが主な理由である。
　当センターは、引き続き、公益財団法人として公益性と経営基盤安定のバランスを
保った運営に努めていく。

財務の状況についての法人の分析〔法人コメント〕

財

務

健

全

性

流動比率 流動資産/流動負債 1,323.00 1,046.94

借入金残高/資産計

管理費/経常費用 2.12

人件費比率 24.54 25.36

96.07 96.07

3.30

1,194.72

1.93 2.10

102.89

25.60

左のア～キの計/経常収益 93.82 93.16 92.89

補助金収入/経常収益

平成29年度

2.30当期経常増減額/資産計 2.77

正味財産/資産計 88.09 86.64 87.61

経常収益/経常費用 103.24

算出方法 平成27年度

借入金比率

人件費/経常費用

平成28年度

104.05

受託等収入率 受託等収入/経常収益 95.91

財
務
構
造

正味財産比率

補助金収入率

総資産当期経常増減率

経常比率

県
費
等
受
入
状
況

1,486,166 1,450,779

1,671,558

県財政関与率

1,524,771

無利子借入金による利
息軽減額※カ

1,533,151

5,825 常勤職員平均年収（千円） 5,166

平成27年度

1,627,670

62,050

1,517,890

1,574,132

財務分析指標

経常費用

経常増減額

一般正味財産期末残高

49,361

1,476,908

損失補償残高

運営費（人件費含む）

減免額（土地・施設等
使用料等）※キ

債務保証残高

補助金※ア

事業費　

プロパー職員勤続年数

13

1,595,201

49,361 62,050

平均年齢

47

43,887

公益財団法人青森県建設技術センター

20代 30代 40代 50代 60代～

66

13 12

常勤職員の年代別構成

11

13

平成29年度

7 6

職
員

常勤職員

臨時職員

▲ 3

14

項　　　　　目

12

経常外増減額

計 69 11 69

13 1
常勤職員減の補充のための増

11 ▲ 4
職員の普通退職及び任期満了等による退職に伴う減

非常勤職員

11 57

1 9

12 53

1 1

17

計 9 1 1 9 1

2 1

非常勤役員 7 1 7

県派遣 県ＯＢ

役
員

常勤役員 2 1 2 1

平成30年度
前年度
増減

増減理由
県派遣 県ＯＢ 県派遣 県ＯＢ

1,565,621

借入金残高

当期一般正味財産増減額

1,561,777

区　　　分
平成28年度 平成29年度

1

56

経常収益

受託事業収入※イ

負担金　※ウ

交付金　※エ

貸付金　※オ

13

常勤役員平均年収（千円）

収
益
等
状
況

平成28年度

43,887
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６　経営評価結果等への対応状況

公益財団法人青森県建設技術センター

これまでの経営評価結果等 対応状況〔法人記入〕 左に係る県所管課の意見・評価〔県所管課記入〕

１　公益性の観点に照らした一般正味財
産の取扱についての検討状況について

　平成29年度の当期一般正味財産増減額は43,887千円と
なったが、資産取得費用積立資金への積み立て(60,000千
円)と設備投資(8,220千円)によって、収支相償を満足してい
ます。
　また、公益目的事業費率及び遊休財産額の制限について
も、財務基準を満たしています。
　今後とも、財務三原則の遵守はもちろんのこと、公益法人
として適正な経営に努めてまいります。

　公益法人会計の3大原則を遵守した適正な取り扱いと思わ
れる。
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７　評点集計（経営評価指標）

公益財団法人青森県建設技術センター

評価項目
対象指標 法人評価

《評価項目：評価の視点》
評点数 評点数 得点率

目的適合性 17 13 76.47

「公社等」として、現時点において、当初の設立目的あるいは公共的・公益的目的に適合した事業を
行っているか再確認が必要である。
○法人が現在行っている事業と設立当初の目的等が適合しているか。
○社会経済情勢等の変化に対応するため事業の検証・見直しが行われているか。

計　画　性 32 28 87.50

効率的な法人運営及び健全な経営を維持していくためには、経営資源、外部環境を把握し、計画的
に運営していくことが必要である。
○自主的・自律的な法人運営を行うための中期的なビジョン（計画）を有しているか。
○計画の達成状況等を検証し、適切・迅速に経営改善等が図られる仕組み（ＰＤＣＡサイクル）となっ
ているか。

組織運営の健全性 40 38 95.00

法人の出資金等に県の公金が含まれていること等から、より効果的・効率的な組織・財務等における
内部管理体制等の確立が求められる。
○自律した事業主体として内部統制等が確立されているか。
○持続可能な事業運営のために人材育成等が図られているか。

経営の効率性 25 20 80.00

持続的・安定的に法人の運営を行うためには、経営環境の変化等に対応しつつ、不断の経営の効率
化に努めていく必要がある。
○経費の節減、収入確保等が図られているか。
○人的・物的な経営資源が有効活用されているか。

財務状況の健全性 19 16 84.21

持続的・安定的な法人の運営を行うためには、経営基盤を強化し、財務面での健全性を確保していく
必要がある。
○自主財源が確保され、安定的に収益が確保される健全な財務体質であるか。
○借入金の規模が適正な水準であり、かつ、適正に返済されているか。

合　　計 133 115 86.47

　中期計画に基づいた経営により、計画の達成状況等検証
し、適切、迅速に経営改善が図られている。

　設立以来、建設行政の効率的な運営等に関する支援と、地域社会の健全
な発展に寄与することを目的に事業を実施しており、公益財団法人移行後
は、全事業を公益目的事業として実施している。
　今後も、より公益性を重視した法人運営を行っていく。

評価項目 法人の自己評価（経営概況、経営上の課題・対策等）

県所管課の評価

評価 意見等

目的適合性 ○

　設立当初から事業の公益性を保ち、社会・経済情勢等の
変化に対応した検証、見直しを行っている。

　毎年、法人運営に必要な収入は確保されており、借入金
はなく、適正な水準で経営されている。

経営の効率性 ◎

　経費の削減と収入確保に努め、現存する経営資源を有効
に活用している。

組織運営の健全性 ◎

　内部統制が確立されており、持続可能な事業運営のため
に人材育成等が図られている。

　効率的な経営を継続するため中期的視点に立った経営計画を策定し、ま
た、その分析と対応を行い健全経営に取り組んでいる。

　当センターでは、「法令、定款及びこれに基づく規程を遵守」することを服
務の原則として就業規則に定めており、｢規程集｣を全職員に配布し、規程
改定等があった場合には、改訂後に加除し、更新することとしている。
　また、コンプライアンス規程に従って、チェックリストによるコンプライアンス
状況の自己点検を行うことによって、組織運営の健全性を高めている。

　人件費は経営状況を踏まえた適正な水準とし、経費節減にも継続的に取
り組んでおり、効果的な経営を行っている。
　加えて、リスクの少ない堅実な資金運用を行っている。

　経営基盤強化に継続的に取り組んできた結果、借入金が無く自主財源に
よる運営をしており、財務の状況は健全な状態である。
　今後も、適切な収益確保に努め健全な経営を維持する。

財務状況の健全性 ◎

計　画　性 ◎
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参考　財務情報

①　正味財産増減計算書 （単位：千円、％）

②　貸借対照表 （単位：千円、％）

③　借入金の状況 ④　債務保証・損失補償の状況

負債及び正味財産合計 1,780,639 1,882,217 1,911,286 101.54

143.04

正味財産合計 1,568,621 1,630,670 1,674,558 102.69

139,495 199,536

102.70

3,000 3,000 3,000 100.00

（うち特定資産への充当額）

正
味
財
産
の
部

指定正味財産 3,000 3,000 3,000

一般正味財産 1,565,621 1,627,670 1,671,558

94.11

#DIV/0!

#DIV/0!

118,514 102.97

101.54

100.00

（うち基本財産への充当額）

#DIV/0!

負債合計 212,018 251,547 236,728

負
債
の
部

流動負債 103,624 136,453 118,214 86.63

（うち短期借入金）

固定負債 108,394 115,094

126.00

（うちその他の固定資産） 209,012 201,051 181,473 90.26

（うち特定資産） 197,686 249,585 314,486

3,000 3,000 3,000 100.00

固定資産 409,698 453,636 498,959 109.99

平成28年度 平成29年度 対前年度比

資
産
の
部

流動資産 1,370,941 1,428,581 1,412,327 98.86

（うち基本財産）

正味財産期末残高 1,568,621 1,630,670 1,674,558 102.69

1,671,558 102.70

指

定

正

味

財

産

増

減

の

部

当期指定正味財産増減額

100.00

一
般
正
味
財
産
の
部

経
常
増
減
の
部

62,050 43,887

#DIV/0!

当期指定正味財産期末残高

経
常
収
益

3,000 3,000 3,000

一般正味財産期末残高 1,565,621 1,627,670

70.73

経常外費用 #DIV/0!

#DIV/0!

当期一般正味財産増減額 49,361

99.00

経
常
外
増

減
の
部

経常外収益 #DIV/0!

当期経常外増減額

99.95

当期経常増減額 49,361 62,050 43,887 70.73

経常費用計 1,524,771 1,533,151 1,517,890

（うち減価償却費） 27,411 32,353 27,797 85.92

（うち職員人件費） 360,290 375,047 374,856

29,563 31,871 107.81

（うち役員人件費） 13,845 13,822 13,676 98.94

その他

#DIV/0!

#DIV/0!受取負担金

経
常
費
用

事業費 1,492,432 1,503,588 1,486,019 98.83

管理費

97.92

765

特定資産運用益 140 64

その他収益 1,740 1,004 76.20

受取補助金等

（うち特定資産への充当額） 93,393

事業収益 1,572,251 1,594,132 1,560,964

32,339

計

47 73.44

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

県
当該年度
借入額（新規）

金融機関

その他

当該年度
元金償還額

県

金融機関

その他

当該年度
借入金残高

県

金融機関

計

債務保証に係る
債務残高

損失補償の内容

県

その他

#DIV/0!

（うち有利子負債の額）

平成28年度 平成29年度

（うち基本財産への充当額）

区分 平成27年度

前年度末
借入金残高 その他 他の地方公共団体

県

国

計

#DIV/0!

計

他の地方公共団体

債務保証の内容

損失補償に係る
債務残高

県

国

区分 平成27年度

100.00

資産合計 1,780,639 1,882,217 1,911,286

1,595,201

1

97.90経常収益計 1,574,132

70.73

（うち長期借入金）

金融機関

評価損益等

公益財団法人青森県建設技術センター

1,561,777

平成29年度 対前年度比区分 平成27年度 平成28年度

1 1基本財産運用益

#DIV/0!

#DIV/0!

評価損益調整前当期経常増減額 49,361 62,050 43,887
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